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現在の給水人口は、１５１，７６７人で、平成１９年度（２００７年度）から７，５９９人増加（５．３％）している一
方、有収水量は１７，４７８千㎥で、平成１９年度（２００７年度）から８３３千㎥減少（△４．５％）しており、今後
もこの傾向は続くと推測しています。
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一般家庭利用の多い口径２５ｍｍ以下の給水戸数は６５，３９３戸で、平成１９年度（２００７年度）から８，０９２戸
増加（１４．１％）している一方、有収水量は、１２，２０１千㎥で、平成１９年度（２００７年度）から２７２千㎥減
少（△２．２％）しています。
この傾向は、平成２０年（２００８年）９月のリーマンショック及び平成２３年（２０１１年）３月の東日本大震災の
影響による節水意識の高まりや、節水型機器の普及などによる１人当たりの水道使用量の減少によるものと分析していま
す。 4



一般家庭利用の多い口径２５ｍｍ以下の有収水量は、節水型機器の普及などによる１人当たりの水道使用量の減少を受
け、今後も減少傾向が続くものと予測しています。
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工場等の大口使用者の多い口径５０ｍｍ以上の給水戸数に大きな変化はありませんが、有収水量は、３，３６０
千㎥で、平成１９年度（２００７年度）から７２６千㎥減少（△１７．８％）しており、全体減少分（８３３千
㎥）に大きく影響を与えています。
これは、本市が自動車関連産業をはじめとした産業のまちであることから、産業活動の影響を強く受ける特徴が
あるものと分析しています。
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工場等の大口使用者の多い口径５０ｍｍ以上の有収水量は、大口使用者の地下水利用転換等の影響により、今後も減少
傾向が続くものと予測しています。
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本市水道事業の料金体系は、基本料金（水道メーターの口径に応じた料金設定）及び水量料金（使用水量が多くなるほ
ど料金単価が高くなる逓増性の料金設定）の二部料金制（基本料金＋水量料金）であり、平成９年（１９９７年）に平均
改定率２１．６８％で料金改定を行って以来、消費税率の引き上げを除いて改定をしていません。
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人口は堅調に増加していますが、平成３０年度（２０１８年度）の給水収益は、約２２億９，５００万円で、平成１９
年度（２００７年度）から約１億５，７００万円減少しています。
今後もこの傾向が続き、将来の料金収入増加は見込めないことから、事業環境は現状よりも厳しいものになると予測し

ています。
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最大６３名在籍していた職員数は現在２６名と大幅に減員しています。
また、この１０年間で５１歳以上の職員が１４名減員しているのに対し、３０歳以下の職員が８名増員するなど若年層

の職員比率が上昇しています。このことに伴い、平均年齢は１０．６歳、平均経験年数は３年低下しています。
今後増加する老朽管更新事業、耐震化事業、浄配水施設の更新事業の実施に必要な人員を確保するとともに、過去に蓄

積された経営ノウハウや専門技術を確実に継承する必要があります。
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